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県立学校の授業料等の値上げ方針の撤回を求める要請書

　常日頃、長野県の教育の充実と振興のためにご尽力されていることに感謝いたします。

さて、新聞報道によりますと、長野県と県教育委員会は、４月より県立高校や技術専門校、農業大学校、林業大学校の授業料等を値上げする方針を固め、２月定例県議会に条例改正案を提出するとのことです。これが施行されれば、高校授業料は2005年度に続く値上げとなり、全日制は年3,600円（3.1％）値上げで年額118,800円に、定時制は年1,200円（3.8％）値上げで年額32,400円に、同単位制は1単位当たり60円（3.8％）値上げで1,620円に、通信制の受講料は1単位当たり70円（46.7％）値上げで220円になります。

　いま「いざなぎ景気」を上回る好景気と言われていますが、県民にその実感は全くありません。それどころか合理化・リストラ、解雇、転職、失業になど県民の年収はこの数年下降線をたどっており、社会の格差は拡大しています。高校進学率が97％の状況で、授業料等が家計に及ぼす影響は非常に大きいものがあります。小中学校で給食費や教材費が払えない、高校で授業料や学校徴収金が期日に納められない家庭は増え続けており、授業料減免制度の適用者も増加しています。多くの家庭では、厳しい家計の中で教育費だけは削らないようにと努めています。授業料の減免制度については、一定の柔軟な対応がとられるように改善されてきていますが、学校徴収金などはその対象になっていません。また、様々な事情を抱えながら定時制・通信制で学ぶ生徒やその家庭にとって、授業料など諸費用の値上げは、より大きな影響があることは明らかです。このままでは、経済的な理由により学びから遠ざけられる子どもたちが増え続けます。

教育費の無償化は世界の流れです。政府は、高校・大学など教育の権利保障を規定する国際人権条約13条【教育に関する権利】2項（b）中等教育の無償化（c）高等教育の無償化を留保していますが、これを撤回し、将来に向けて教育費の無償化計画をつくる必要があります。

こうした状況の中で、この度の授業料の引き上げ方針は看過できません。むしろ、授業料などの学校徴収金の滞納や未納の問題に対する解決策をしっかり講ずるべきです。私たちは、こうした時こそ教育行政が責任を持って子どもたちの学習権を保障するための手だてを講ずることが重要であると考えます。私たちはすべての子どもたちが安心して学べ、すべての家庭が安心して子どもたちを学校に送り出せるような教育環境を強く望んでいます。そのためにも、授業料等の値上げ方針を撤回し、教育にかかる父母負担を軽減し、教育予算を増額していくことを強く求めるものです。

